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アセスメントサービス利用約款 

 
アセスメントサービス利用基本約款 

第１条 （趣旨） 
アセスメントサービス利用基本約款（以下「本約款」という）は、利用者および利用を希望する者（以下あ
わせて「甲」という）が株式会社リクルートマネジメントソリューションズ（以下「乙」という）の提供す
る次条に定めるアセスメントサービス（以下「本サービス」という）を利用するにあたり、甲および乙が
遵守するべき事項を定めたものである。 
 

第２条 （アセスメントサービス） 
1.乙は、乙が開発したアセスメントツール（以下「本ツール」という）に関して、本サービスを提供する。 
2.前項の本サービスとは、本ツールの開発、利用の許諾、顧客登録の手続、ＩＤ・パスワード（以下あわせ
て「ＩＤ等」という）の発行、問題冊子・質問冊子・回答シート（以下あわせて「問題冊子等」という）
の貸与、インターネット回線を用いた利用環境の整備、テストセンターの運営、採点処理、採点結果の報
告、採点結果の保管、結果利用のアドバイス等のサービスの総称をいう。 

 
第３条 （適用範囲） 

1.個別約款とは、本サービスの一部である個別サービス毎に乙が別途定める利用約款をいう。 
2.個別契約とは、本サービスの利用に関し、甲乙間で個別に締結される契約をいう。 
3.甲は、個別サービスの利用の有無にかかわらず、本約款および個別約款（以下あわせて「本約款等」と
いう）すべてに同意するものとする。 

4.個別約款において、本約款の一部の適用を排除し、または本約款と異なる事項を定めた場合、当該部分
については、当該個別約款が優先的に適用される。 

5.個別契約において、本約款等の一部の適用を排除し、または本約款等と異なる事項を定めた場合、当該
部分については、当該個別契約が優先的に適用される。 

 
第４条 （契約の成立） 

甲が、本サービスに関する顧客登録の申請をなすことにより、乙に対して本サービスの利用を申し込み、
乙が、乙の定める取引基準に合致すると判断した場合において、乙による承諾の意思表示が甲に到達する
ことをもって、甲と乙の間に本サービスの利用に関する契約が成立する。 
 

第５条 （本約款等の変更） 
1.乙は、甲の承諾なく、本約款等および本約款等に付随する内規を変更することができる。  
2.変更後の本約款等（以下「新約款」という）は、乙が別途定める場合を除き、乙が新約款を乙のホーム
ページ上に表示したとき、または乙が甲に新約款を発送したときのいずれか早いときより１ヶ月の周知
期間を経過することをもってその効力を生じる。当該周知期間中に前条に定める契約が成立した場合も
同様とする。 

 
第６条 （顧客登録） 

1.甲は、本約款等の定めに同意したうえで、乙の定める手続に従い、本サービスに関する顧客登録の申請
を行う。 

2.顧客登録は、甲の本社、支社、各部等の名称を問わず、本サービスを利用する組織毎に行う。 
3.登録事項に変更が生じた場合は、甲は、乙の定める手続に従い、速やかに乙に通知する。 
4.乙は、甲が乙の定める取引基準に合致しないと判断した場合は、甲の顧客登録の申請の全部または一部
を拒否し、また、既になされた顧客登録の削除または登録事項の一部の削除をすることができる。 

 
第７条 （顧客登録の削除） 

乙が前条第４項に基づき顧客登録を削除する場合、または甲が顧客登録の削除を申し出る場合、甲は、未
払いの利用料金全額を乙に支払わなければならない。甲が保管する問題冊子等がある場合、甲は、これら
をすべて乙に返還しなければならない。 
 

第８条 （利用料金の請求および支払い） 
1.乙は、甲に対し、乙が別途定める本サービスの利用料金を、毎月末締めにて計算し、翌月に請求する。 
2.甲は、前項の請求を受けた利用料金全額を、別途定める期日までに乙の定める銀行口座へ振り込むこと
により支払う。なお、振込手数料は甲の負担とする。 

3.甲が問題冊子等を使用したにもかかわらず採点を必要としない場合、乙は、やむを得ない事由があると
認めたときに限り、採点処理をすることなく、乙が別途定める料金を請求する。 
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第９条 （知的財産権の帰属） 

本ツール（内容、配列、採点方法、マニュアル、解説書等を含む）に関する著作権等の知的財産権（著作権
法第２７条および２８条に定める権利を含む）は、すべて乙に帰属する。 
 

第１０条 （禁止行為および甲の義務） 
1.甲は、本サービスを、乙が予め承諾した利用目的（甲の採用選考、甲による受検者または回答者（以下
あわせて「受検者等」という）の適性の評価および受検者等の自己理解の目的等を含み、以下「利用目的」
という）にのみ使用するものとし、その他の目的で利用してはならない。なお、その他の目的とは、甲以
外の法人（甲の親会社、子会社、関係会社等を含む）での本サービスの利用、および甲の従業員・採用応
募者・その他利用目的のために必要な受検者等以外の個人（以下甲以外の法人および当該個人をあわせて

「第三者」という）に対する本ツールの実施、商業目的での利用を含むが、これらに限られない。 
2.甲は、甲自らまたは第三者をして、本ツールの採点をしてはならない。 
3.甲は、甲自らまたは第三者をして、如何なる方法によっても、本ツールについて、複写、複製、転載、引
用、配信（ネットワークに接続されたサーバへのアップロードを含む）、編集、翻案、改変、改竄、翻訳、
第三者への開示等をしてはならない。 

4.甲は、甲自らまたは第三者をして、本ツールと同一または類似のものを作成してはならない。 
5.甲は、甲自らまたは第三者をして、本ツールと同一または類似のものを用いて、本サービスと同一また
は類似したサービスを提供してはならない。 

6.甲は、甲自らまたは第三者をして、本ツールに関する出版物等を発行してはならない。 
7.甲は、本ツールについて、盗難、紛失、破壊等の防止に必要な合理的措置を講じなければならない。 
8.甲が、本サービスの提供を受けるにあたり、甲が行うべき作業等を第三者に代行させる場合、当該第三
者に本約款等における甲と同等の義務を負わせたうえで、乙に対し、乙の定める書面をもって事前に通知
しなければならない。なお、乙が、当該第三者が当該義務を履行しない、または履行しないおそれがある
と判断した場合、乙は、当該第三者の作業代行を認めないことができる。 

9.甲が、本サービスを利用するにあたり、報告先等を自ら登録することができる場合、甲は、当該登録事
項を管理し、更新および削除する義務を負う。 

 
第１１条 （ＩＤ等の管理） 

1.甲は、乙より発行されたＩＤ等を厳重に管理する義務を負い、第三者に譲渡、貸与、開示等してはなら
ない。 

2.乙の責に帰すべからざる事由により、甲のＩＤ等が漏洩し、甲に損害が発生した場合、乙はその責を負
わない。 

3.乙の責に帰すべからざる事由により、第三者が甲のＩＤ等を用いて本ツールの利用等を行った場合、乙
は、当該利用等が甲によるものとみなす。 

 
第１２条 （再委託） 

乙は、本約款等における乙と同等の義務を負わせることにより、本サービスの一部または全部を第三者に
再委託することができる。ただし、乙の本約款等における義務は、再委託によって何ら軽減されるもので
はない。 
 

第１３条 （送料の負担） 
問題冊子等の送付、採点結果の送付、採点依頼のための送付等にかかる費用については、乙が別途定める
場合を除き、送付側が負担する。 
 

第１４条 （機密情報の保持） 
1.甲および乙は、相手方の事前の書面による承諾なく、本サービスの提供または利用に関して知り得た相

手方に関する情報を、第１２条に定める場合を除き、第三者に開示、漏洩してはならない。ただし、以
下の各号の情報を除く。 

(1)相手方から知り得た時点で、公知である情報 
(2)相手方から知り得た後、自己の責によらず公知となった情報 
(3)第三者から、機密保持義務を負うことなく合法的に入手した情報 
(4)相手方から知り得た情報によることなく、独自に開発した情報 
2.甲および乙は、法令の定めまたは裁判所、政府機関の命令等により機密情報の開示を義務づけられた場

合、前項の定めにかかわらず、対象となる機密情報を開示できる。 
 

第１５条 （個人情報の保護） 
乙が本サービスの提供に際して甲より個人情報の取扱いの委託を受ける場合、乙は、当該個人情報を機密
として保持し、第１２条に定める場合を除き、甲の事前の承諾なく、第三者に開示、漏洩し、また本サー
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ビスの提供以外の目的で利用してはならない。また、乙は、当該個人情報の漏洩、滅失、毀損等の防止に
必要な合理的安全管理措置を講じなければならない。なお、当該個人情報が前条第１項各号に該当する場
合も、乙は、当該個人情報を機密として保持しなければならない。 
 

第１６条 （採点データの利用） 
乙は、本ツールの採点後のデータ（以下「採点データ」という）をもとに、甲および受検者等を識別、特定
できないように加工、集計した統計データ、属性情報等を作成し、当該統計データ、属性情報等を何らの
制限なく利用することができ、甲はこれを承諾する。なお、当該利用は、乙の顧客への提案および報告、
広報、宣伝、分析および研究ならびに乙の本サービスおよび新規サービスに関する検討および開発のため
に行われる利用を含むが、これらに限られない。 
 

第１７条 （権利義務の譲渡禁止） 
甲は、乙の事前の承諾なく、本約款等に基づき生じた権利義務を第三者に譲渡し、承継し、担保に供する
ことはできない。 
 

第１８条 （本サービスの提供の停止） 
乙は、以下の各号に該当する事由が生じた場合、甲の事前の承諾なく、いかなる責任も負わずに本サービ
スの提供を一時的に停止することができる。 
(1)本サービスの保守または仕様の変更を行う場合 
(2)天災地変等の非常事態が発生し、または発生するおそれがあり、本サービスの提供が不可能となり、ま

たはそのおそれがある場合 
(3)乙が、その他やむを得ない事由により本サービスの提供の一時的な停止が必要と判断した場合 
 

第１９条 （本サービスの利用の停止等） 
1.乙は、甲のＩＤ等が不正に利用されている疑いがある場合、当該ＩＤ等を変更するよう甲に求め、また
当該ＩＤ等の利用を一時的に停止することができる。 

2.乙は、甲が本約款等に違反している疑いがある場合、甲の本サービスの全部または一部の利用を停止す
ることができる。 

 
第２０条 （乙の損害賠償および免責） 

1.乙が、本サービスの提供に関して、故意または重過失により甲に損害を与えた場合、その直接かつ通常
の損害を賠償する義務を負う。ただし、当該損害賠償義務は、当該損害の直接の原因となった本サービス
の利用料金を賠償金額の上限とし、当該損害の直接の原因となった本ツールの実施後１年間に限り効力
を有する。 

2.乙は、以下の各号に該当する事由が生じた場合、その責を負わない。 
(1)甲または受検者等が日本以外の国または地域において本サービスを利用（採点結果の利用を含む）した

場合において、本サービスの一部または全部が、当該国または地域における法令、慣習等に抵触したこ
とにより、甲、受検者等またはその他の第三者に損害が生じた場合 

(2)甲が登録を申請した事項もしくは甲が自ら登録した事項に誤りがあること、または甲が登録すべき事項
を登録しなかったことにより、甲に損害が生じた場合 

(3)甲が、乙が予め定めた方法以外の方法により採点結果を報告することを指定した場合において、乙によ
る採点結果の発送（運送会社への引渡し、投函、発信等）後に、当該採点結果が紛失、毀損等した場合 

(4)甲が採点結果を受領後、自ら採点データまたは報告書を加工、編集したことにより、甲に損害が生じた
場合 

(5)乙が本サービスにおいて通常要求される程度の合理的な措置を講じていたにもかかわらず、甲または第
三者の責めに帰すべき事由（①ウイルスによるサーバダウン、システム障害およびデータの流出・損壊、
②ハッキングによるサーバダウン、システム障害、データの流出・損壊および誤った情報の掲載、③プ
ロバイダのダウン、④甲の操作ミスによるデータの流出・損壊および誤った情報の掲載ならびに⑤シス
テム環境の変化による障害および本サービスにかかるシステムの瑕疵等を含むがこれらに限られない）
により、甲に損害が生じた場合 

(6)乙が、甲に対してインターネット回線を用いて本サービスを提供する場合に、甲が乙の指定したシステ
ム環境を整えないこと、回線の混雑、回線障害、通常講ずるべき対策では防止できないコンピュータ機
器の障害等により、甲が本サービスを利用できない場合 

(7)その他、乙が通常講ずるべき対策では防止できない障害の発生により、甲に損害が生じた場合 
 

第２１条 （採点データの保管、廃棄、削除、消去） 
1.乙は、本ツールの採点データを、報告日の属する年度の翌年度の末日まで、実施後の報告と同内容の報
告ができる状態で保管する。なお、年度については、別途内規（https://www.recruit-ms.co.jp/inform

https://www.recruit-ms.co.jp/inform
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ation/privacy/backup.html）によりサービス毎に定義する。 

2.乙は、前項の期間経過後の採点データの保管期間につき、別途内規を定める。 
3.乙は、甲より採点データの削除依頼があった場合、または前項に定める保管期間が終了した場合、速や
かに当該採点データの廃棄、削除、消去を行う。なお、個人情報の消去は、個人を識別不能とする処理を
含む。 

 
第２２条 （反社会的勢力の排除） 

1.甲および乙は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準
構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに
準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という）に該当しないこと、および次の各号のいずれにも該当し
ないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約するものとする。 

(1)暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 
(2)暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 
(3)自己もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当
に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること 

(4)暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を
有すること 

(5)役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること 
2.甲および乙は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを確約す
るものとする。 

(1)暴力的な要求行為 
(2)法的な責任を超えた不当な要求行為 
(3)取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 
(4)風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて相手方の信用を毀損し、または相手方の業務を妨害する

行為 
(5)その他前各号に準ずる行為 
 

第２３条 （契約の解除および甲の損害賠償） 
1.甲および乙は、以下の各号に該当する事由が生じた場合、第４条に基づき成立した契約を解除すること
ができる。ただし、当該解除の効力は将来に向かって生じるものとする。 

(1)相手方が本約款等に違反したとき 
(2)乙が、甲について、乙の定める取引基準に合致しないと判断したとき 
(3)相手方が支払を停止したとき、または手形交換所の不渡処分があったとき 
(4)相手方が公租公課を滞納したとき 
(5)相手方が差押、仮差押、仮処分、競売、強制執行、滞納処分等の公権力による処分を受けたとき 
(6)相手方に破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始または特別清算開始の申立がなされたと

き 
(7)相手方の信用に不安が生じたとき 
2.甲が本約款等に違反して乙に損害を与えた場合、甲は、乙に対しその損害を賠償する義務を負う。 
 

第２４条 （準拠法および管轄裁判所） 
1.本約款等の準拠法は、日本法とする。 
2.本約款等に関して生じる一切の紛争については、東京地方裁判所または東京簡易裁判所を第一審の専属

的管轄裁判所とする。 
 
 

ペーパーテスティングサービス利用個別約款 
第１条 （趣旨） 

ペーパーテスティングサービス利用個別約款は、利用者（以下「甲」という）が株式会社リクルートマネ
ジメントソリューションズ（以下「乙」という）の提供する次条に定めるペーパーテスティングサービス
を利用するにあたり、甲および乙が遵守するべき事項を定めたものである。 
 

第２条 （ペーパーテスティングサービス） 
ペーパーテスティングサービスとは、乙が、甲の申請に基づき、乙が開発したアセスメントツール（以下

「本ツール」という）の問題冊子・質問冊子・回答シート（以下あわせて「問題冊子等」という）を甲に貸
与し、甲が指定する本ツールの受検者または回答者（以下あわせて「受検者等」という）に実施した本ツ
ールの採点処理を乙に依頼し、乙が受検者等の採点結果を甲に報告するサービスの総称をいう。 
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第３条 （問題冊子等の送付） 

1.甲は、乙より発行された登録番号等を用いて、問題冊子等の送付申請を行う。 
2.甲は、甲乙で別途合意した場合を除き、問題冊子等の入手希望日の７営業日前までに乙に送付申請を行
わなければならない。 

3.乙は、甲が希望する送付先へ問題冊子等を送付する。ただし、個人宅を送付先とすることはできない。 
4.甲は、問題冊子等を受領後、直ちにこれを検査し、不足不備がある場合は直ちにその旨を乙に通知しな
ければならない。 

5.問題冊子等が、乙の責に帰すべからざる事由（運送会社の事情、交通事情、天候上の事情その他の不可
抗力等）により延着した場合、乙はその責を負わない。 

 
第４条 （問題冊子等の管理） 

1.甲は、善良なる管理者の注意義務をもって問題冊子等を保管しなければならない。 
2.問題冊子等の貸与期間は、甲が問題冊子等を受領した日から起算して最長１年間とする。ただし、当該
貸与期間は甲乙協議のうえ延長することができる。 

3.甲は、貸与期間の終了時までに、問題冊子等の全部を、使用未使用を問わず乙に返還しなければならな
い。問題冊子等の使用目的が消滅した場合または乙の請求があった場合も同様とする。 

4.甲は、顧客登録をした他の組織（同一法人の異なる組織も含む）に、問題冊子等を使用させてはならな
い。 

5.甲は、その保管にかかる問題冊子等の数量、状況等を常に把握し、乙の請求があった場合、直ちにこれ
を報告しなければならない。 

6.甲は、問題冊子等の滅失、毀損等を発見したときは、直ちにその旨を乙に通知し、乙の指示に従わなけ
ればならない。 

 
第５条 （本ツールの実施） 

1.甲は、本ツールの実施にあたり、問題冊子等の持ち帰り等の不正行為がなされないよう受検者等を監督
する義務を負う。 

2.甲は、乙が提供するマニュアルに従って本ツールを実施する。 
3.甲がマニュアルに従って本ツールを実施しなかったために、本ツールの実施または採点結果に影響が生
じた場合、乙はその責を負わない。 

4.甲は本ツールの実施後、問題冊子等を乙に返還し、採点を依頼する。 
5.回答シートの記載に不足不備があり、乙が甲に訂正等を依頼した場合、甲はこれに応じなければならな
い。 

 
第６条 （採点結果の報告） 

1.乙は、採点結果を、原則として、甲が自ら登録した報告先に対して、インターネット回線を用いた電子
的手段により報告する。 

2.前項の定めにかかわらず、乙が採点結果を書面等により報告する場合は、甲の申請により乙が登録した
責任者に対して行う。ただし、甲が当該責任者以外への報告を希望する場合は、書面により乙に依頼しな
ければならない。 

3.甲は、採点結果の受領後、直ちにこれを検査し、不足不備がある場合は直ちにその旨を乙に通知しなけ
ればならない。 

4.採点結果が、乙の責に帰すべからざる事由（回線の混雑、回線障害、通常講ずるべき対策では防止でき
ないコンピュータ機器の障害等、また、書面等により報告する場合は、運送会社の事情、交通事情、天候
上の事情その他の不可抗力等を含む）により延着した場合、乙はその責を負わない。 

 
 

インハウスＣＢＴサービス利用個別約款 
第１条 （趣旨） 

インハウスＣＢＴサービス利用個別約款は、利用者（以下「甲」という）が株式会社リクルートマネジメ
ントソリューションズ（以下「乙」という）の提供する次条に定めるインハウスＣＢＴサービスを利用す
るにあたり、甲および乙が遵守するべき事項を定めたものである。 
 

第２条 （インハウスＣＢＴサービス） 
インハウスＣＢＴサービスとは、乙が、乙が開発した適性検査等（以下「本テスト」という）をインターネ
ット回線を用いて実施できる環境を整備し、甲が指定する本テストの受検者または回答者（以下あわせて

「受検者等」という）が当該環境に接続可能な甲の用意したコンピュータ等を使用して本テストを受検また
は回答（以下あわせて「受検等」という）し、乙が受検者等の採点結果を甲に報告するサービスの総称を
いう。 
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第３条 （本テストの実施） 
1.甲は、本テストの実施にあたり、問題の複製等の不正行為がなされないよう受検者等を監督する義務を
負う。 

2.甲は、乙が提供するマニュアルに従って本テストを実施する。 
3.甲がマニュアルに従って本テストを実施しなかったために、本テストの実施または採点結果に影響が生
じた場合、乙はその責を負わない。 

4.本テストの実施環境は、甲の負担により甲が責任をもって整備する。乙の責に帰すべからざる事由（回
線の混雑、回線障害、コンピュータ機器の障害等）により受検者等が本テストを受検等できず、または乙
に対して回答結果が送信されない場合、乙はその責を負わない。 

 
 

ＷＥＢテスティングサービス利用個別約款 
第１条 （趣旨） 

ＷＥＢテスティングサービス利用個別約款は、利用者（以下「甲」という）が株式会社リクルートマネジ
メントソリューションズ（以下「乙」という）の提供する次条に定めるＷＥＢテスティングサービスを利
用するにあたり、甲および乙が遵守するべき事項を定めたものである。 
 

第２条 （ＷＥＢテスティングサービス） 
ＷＥＢテスティングサービスとは、乙が、乙が開発した適性検査・サーベイ等（以下「本ツール」という）
をインターネット回線を用いて実施できる環境を整備し、甲が指定する本ツールの甲の受検者または回答
者（以下あわせて「受検者等」という）が当該環境に接続可能なコンピュータ等を使用して本ツールを受
検・回答（以下「受検等」という）し、乙が受検者等の採点結果を甲に報告するサービスの総称をいう。 
 

第３条 （本ツールの実施） 
1.本ツールに関する受検者等向け利用規約がある場合、甲は、当該利用規約に同意した受検者等に対し、
本ツールを実施することができる。 

2.甲は、受検者等に対し、乙が定める所定の手続に従って乙が提供する本ツールを受検等するよう指示す
る。なお、甲は、乙が指定する手続きに則りシステム連携等必要な対応を行った上で、甲のホームページ
等から受検者等が本ツールを受検等することができる仕組みを利用することもできる。 

3.受検者等は、前項の甲の指示により、甲および乙が所定の手続によって発番する企業別受検ＩＤ・パス
ワード等（以下あわせて「企業別受検ＩＤ等」という）を使用して、本ツールを受検等する。 

4.甲は、受検者等が自己の責任で本ツールを受検等することから、すべての受検者等が甲の指定する受検
期間に本ツールの受検等を完了することについて、乙が何ら保証するものではないことを予め承諾する
ものとする。 

5.乙は、甲より個人情報の取り扱いの委託を受けて行う業務の一環として、受検者等の禁止行為に対する
確認・是正および確認・是正のための受検者等への連絡・アクセスを行うことがある。 

 
第４条 （企業別受検ＩＤ等の管理） 

1.甲は、受検者等に、企業別受検ＩＤ等を厳重に管理させる義務を負い、第三者に譲渡、貸与、開示等さ
せてはならない。 

2.乙の責に帰すべからざる事由により、第三者が甲の企業別受検ＩＤ等を用いて本ツールを受検等した場
合、乙は、当該受検等が当該受検者等によるものとみなす。 

3.乙は、企業別受検ＩＤ等が不正に利用されている疑いがある場合、当該企業別受検ＩＤ等を変更するよ
う甲に求め、また当該企業別受検ＩＤ等の利用を一時的に停止することができる。 

 
 

テストセンターサービス利用個別約款 
第１条 （趣旨） 

テストセンターサービス利用個別約款は、利用者（以下「甲」という）が株式会社リクルートマネジメン
トソリューションズ（以下「乙」という）の提供する次条に定めるテストセンターサービスを利用するに
あたり、甲および乙が遵守するべき事項を定めたものである。 
 

第２条 （テストセンターサービス） 
テストセンターサービスとは、甲が指定する受検者または回答者（以下あわせて「受検者等」という）が、
乙が開発した適性検査等（以下「本テスト」という）のすべてまたは一部を乙のテストセンターで受検ま
たは回答（以下あわせて「受検等」という）し、乙が受検者等の採点結果を受検者等の指示した企業に報
告するサービスの総称をいう。 
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第３条 （本テストの利用） 
1.甲は、乙の定める受検者等向け利用規約に同意した受検者等のみが本テストを受検等できることを承諾
する。 

2.甲は、受検者等に対し、乙が定める所定の手続に従って乙が提供する本テストを受検等し、回答内容お
よびその付帯情報（以下あわせて「受検結果」という）を甲に送信するよう指示する。 

3.受検者等は、乙の定める方法によりテストセンターＩＤ等（次条第１項に定める）を取得して本テスト
の受検予約を行い、テストセンターにて本テストを受検等する。乙は、甲からの委託に基づき、本テスト
の受検結果を受領し、これを採点処理した採点結果を甲に報告するものとする。 

4.甲は、受検者等が自己の責任で本テストの受検予約をすることから、甲の指定する受検期間にすべての
受検者等が本テストの受検予約をすること、および受検等を完了することを乙が何ら保証するものでは
ないことを予め承諾するものとする。 

5.受検者等は、乙が別途提供する特定の適性検査等を受検等していた場合、テストセンターＩＤの有効期
間内において、新たに本テストを受検等することなく、乙に対し、乙が保管する前回の受検結果を本テス
トの結果の一部または全部として甲に送信するよう指示することができる。乙は、採点結果を甲に報告す
る際、当該採点結果が新たに受検等した本テストの採点結果であるか、前回の受検結果を採点処理した採
点結果であるかは報告しないものとする。 

 
第４条 （テストセンターＩＤ等の取扱い） 

1.甲は、受検者等に、テストセンターＩＤ・パスワード（以下あわせて「テストセンターＩＤ等」という）
の不正な利用、または第三者への譲渡、貸与、開示等をさせてはならない。 

2.乙の責に帰すべからざる事由により、第三者が受検者等のテストセンターＩＤ等を用いて本テストを受
検等した場合、乙は、当該受検等が当該受検者等によるものとみなす。 

3.乙は、テストセンターＩＤ等が不正に利用されている疑いがある場合、当該テストセンターＩＤ等の利
用を一時的に停止することができる。 

 
第５条 （テストセンターにおける受検者等の本人確認） 

乙は、テストセンターにおける本人確認を、乙の定める顔写真付きの身分証明書と本人とを、善良なる管
理者の注意義務をもって照合することにより行う。 
 

第６条 （個人情報の保護） 
1.甲は、乙より報告された受検者等の採点結果を含む個人情報（以下「受検者情報」という）を乙が予め
承諾した目的（甲の採用選考、甲による受検者等の適性の評価および受検者等の自己理解の目的等を含
む）にのみ利用するものとし、その他の目的で利用してはならない。 

2.甲は、受検者情報を機密として安全かつ適正に取扱うものとし、第三者に開示、漏洩してはならない。 
3.甲による受検者情報の取扱いに関し、甲の責めに帰する事由により受検者等その他の第三者から乙に対
して苦情または訴訟提起がなされた場合、かかる苦情または訴訟について、甲は甲の責任と費用でこれを
解決するものとし、乙はその責を負わない。 

 


